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When conducting a vibration test of packaged cargo, an acceleration PSD based on the measured acceleration waveform is
set as a test condition in order to simulate the vibration of the truck bed. However, measurement-based acceleration PSDs 
are rarely used and are often tested using the reference PSDs shown in the standard. This is because the acceleration logger
that can measure the acceleration PSD has problems such as "expensive" and "the amount of acquired data becomes
enormous". Therefore, we focused on the fact that if the vehicles are the same, the PSD shape is almost the same on paved 
roads in Japan. We proposed a method to estimate the acceleration PSD of the truck bed vibration by reducing the amount
of data by acquiring the acceleration waveform for a short time and the acceleration effective value of the entire path. We 
showed that the acceleration PSD can be estimated with high accuracy by the proposed method, and that it is necessary to
measure the effective acceleration value because the effective acceleration value differs depending on the measurement 
path. From the above, it was shown that the acceleration PSD can be estimated with a logger with a simpler configuration
than before. 
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荷台振動の簡易加速度 PSD 推定手法の精度検証 
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GHG プロトコル（温室効果ガスプロトコルイニシアチブ） 

｢温室効果ガスプロトコルイニシアチブ

(GREENHOUSE GAS PROTOCOL)(以下｢GHG
プロトコル｣)｣は、1998 年に世界環境経済人協

議会(World Business Council for Sustainable and 
Development: WBCSD)と世界資源研究所（World 
Resource Institute: WRI）によって共同設立された。 

WBCSDは、世界の持続可能な企業約 200 社

の CEO が主導する持続可能な社会へ移行するた

めのグローバルコミュニティである。WRI は、

米国のシンクタンクで、地球の環境と開発の問題

に関する政策研究と技術的支援を行う独立した機

関である。両機関がマルチステークホルダー方式

のパートナーシップとして共催する GHG プロト

コルは、公的機関ではないが、海外の政府機関等が

ステークホルダーとして深く関与しているため、

ここで策定されたガイダンス等は、国際的に認可

された手法として扱われている。 
近年、日本でも注目されている、企業のバリュー

チェーンにおける GHG の排出量の算定や報告方

法を示す｢GHG プロトコル Scope3 算定報告基準

(Corporate Value Chain (Scope3)Accounting and 
Reporting Standard）」(以下｢Scope3 基準｣)は、

GHGプロトコルが主体となって策定した基準であ

る。検討は2008年から始まり、ステークホルダー

の意見聴取や企業が参加した試行テスト、ドラフ

ト案によるパブリックコメントなどを経て、2011
年10月に正式発行されている。 

GHG プロトコルでは、企業の気候変動に対す

る戦略は、その企業の温室効果ガス(GHG)排出量に

ついて詳細に理解することが重要としているが、

企業が重点を置いていたのは、自社の事業から直

接排出されるScope1排出量とScope2排出量が

中心であった。このことを見直し、GHG 関連

のリスクや機会を包括的に管理するには、自

社バリューチェーンや製品ポートフォリオに

関わるGHG 排出量の算定も行うことが必要

と考え、これをScope3として算定するための基

準を策定した。

また、｢Scope3基準｣文書を補完する実践的

なガイダンスとして、算定技術についてのガ

イダンスも発行されている。これには、カテ

ゴリごとの排出算定方法やデータ源、事例な

ど｢Scope3基準｣文書には含まれていない情報

が含まれている。

GHGプロトコルでは、この他にも多数のプロ

トコルや指針書を発行している。対象を製品、

プロジェクト、国や都市、等々とする基準は、

それぞれ独立しているが、相互に補完的な基

準となっているため、あわせて参照されたい。 

【参考文献】

 Corporate Value Chain (Scope3) Accounting and 
Reporting Standard [GHGプロトコル] 
 Technical Guidance for Calculating Scope3 

Emissions - Supplement to the Corporate Value 
Chain (Scope3) Accounting & Reporting 
Standard[GHGプロトコル] 
 グリーン・バリューチェーンプラットフォ

ーム[環境省、経産省] 

三笠産業株式会社 遠藤明子 
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カーボンプライシング 

カーボンプライシング(以下、｢CP｣)とは、気

候変動問題の主因とされる温室効果ガス(以
下、｢GHG｣)の排出量に価格付けを行う仕組み

である。GHG 排出コストが｢見える化｣される

ことにより、排出者や消費者の意識･行動変容

を促し、低炭素社会に向けたイノベーション

を誘発する等の効果が期待されている。

2017年には、環境省で｢カーボンプライシン

グの在り方に関する検討会｣が設置され、経

済･社会的課題の同時解決に向けた具体的な

仕組みの検討が進められた。

CP の具体的な制度としては、GHG 排出量

に均一の価格を付け、比例した課税を行う炭

素税や排出量取引制度があり、これらを｢明示

的 CP｣と呼ぶこともある。これに対し、エネ

ルギー課税やエネルギー消費量に関する基準

等では、排出量に直接価格を付けるのではな

く、消費者や生産者に間接的に排出価格を課

しているため、｢暗示的炭素価格｣と呼ぶこと

がある。暗示的炭素価格では、GHG 排出に対

して、同一価格が付くとは限らない。 

国際社会においても、中国の排出量取引制

度等、各国政府による CP は、拡大傾向にあ

る。

欧州では、グローバルな CP といえる｢炭素

国境調整措置(CBAM)｣の導入が採択されてい

る。気候変動対策の不十分な国からの輸入品

に対し、国境において GHG 排出量や GHG コ

スト等に応じて負担を求めるか、自国からの

輸出に対して GHG コスト分の還付を行う、ま

たは、その両方を行う制度である。排出削減

努力を行わない国･地域からの輸入品が、排出

削減努力によるコストがプラスされている製

品を駆逐してしまう｢カーボン・リーケージ｣

を防止することを主な目的としている。

また、民間企業による自主的な取組みとし

て、諸外国における排出量取引の価格等の外

部価格を活用して社内における CO2 排出の

コストを仮定(見える化)する手法や、自社内の

各部門に CO2 排出量に応じた金額を課金し、

社内でプールする手法等により、CO2 排出に

対して事業者の任意で価格付けを行う｢イン

ターナル・カーボンプライシング(ICP)｣も始

まっている。社員の行動変容を促すことや投

資の判断、評価機関や投資家にアピールする

有効な手段として、導入する企業は増加傾向

にある。民間市場での炭素削減価値(ボランタ

リークレジット)の流通を拡大することを目

的としたタスクフォース(Taskforce on Scaling 
Voluntary Carbon Markets(TSVCM))が設立され

るなどの動きも見られている。

【参考文献】 

  ｢カーボンプライシングのあり方に関する

検討会｣取りまとめ(H30 年 3 月)［環境省］ 
 世界全体でのカーボンニュートラル実現 
のための経済的手法等のあり方に関する

研究会 中間整理(R3 年 8 月)[経済産業省]

三笠産業株式会社 遠藤明子 

（出所：世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等の

あり方に関する研究会 中間整理） 

［代表的なカーボンプライシング］ 
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主  催 ： 日本包装学会 

協  賛 ：(公社)日本包装技術協会 

後  援 ：(一社)日本食品包装協会、軟包装衛生協議会、(一社)日本接着学会、(公社)日本食品科学工学会 

日 時 ： 2023 年 2 月 21 日（火）10:00～16:20 

会  場 ： きゅりあん 6Ｆ 大会議室 （東京都品川区東大井 5-18-1（JR 大井町駅前）  TEL：03-5479-4100 

 プラスチック資源循環を一層促進する重要性が高まっている情勢の中、2022 年 4 月には「プラスチックに係る資

源循環の促進等に関する法律」が施行されました。これまで以上にプラスチック使用製品の設計から廃棄物処理に至

るまでのライフサイクル全般でより高い目標と行動が求められています。循環型社会の実現に向け、容器・包装にお

いてこれまでもリデュース、リユース、リサイクルを実行しており、更に、再生材料・バイオ素材の活用がより強く

求められます。今回のシンポジウムでは、新法の内容を分かりやすく解説いただき、あらためて３Ｒ＋Ｒenewable に

おける最新情報についてご講演いただきます。 

担当幹事：高木雅広(エクサーチ)、上田有孝(旭化成) 、下村充（王子コンテナー）、児玉大輔・森若博文(花王)、 

１．10:00～11:00 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の概要とその役割について 

環境省 環境再生・資源循環局 総務課リサイクル推進室 室長 水谷努 氏 

2022 年 4 月、プラスチック資源循環法が施行された。この法律は、設計・製造から廃棄物の処理に至る、プラス

チックのライフサイクル全般において、事業者・消費者・国・地方公共団体などすべての主体による 3R+Renewable

の取組を促進する、包装分野に大きな影響・転換を及ぼすもの。本法律の概要や各主体に求められる役割について解

説する。 

２．11:05～12:05 「容器包装3R推進のための自主行動計画2025及びフォローアップ報告(2021年度実績)」 

３Ｒ推進団体連絡会 幹事長／紙製容器包装リサイクル推進協議会 専務理事・事務局長 川村節也 氏 

容器包装の 3R 推進に係る八団体（ガラスびん・PET ボトル・紙製容器包装・プラスチック容器包装・スチール缶・

アルミ缶・飲料用紙容器・段ボール）により 2005 年 12 月に「3R 推進団体連絡会」を結成。第 4 次となる自主行動

計画 2025(2021～2025 年度)を推進し経団連とともにフォローアップした内容を報告する。 

３．13:10～14:10 「高性能な生分解性バイオマスプラスチックの創製と環境分解性評価」 

東京大学大学院農学生命科学研究科生物材料科学専攻高分子材料学研究室 教授 岩田忠久 氏 

生分解性脂肪族ポリエステル、高分子多糖類エステル誘導体などを用いた高性能な実部材への成形加工技術の開発、

大型放射光を用いた構造と物性との相関解明、分解酵素を用いた生分解性速度の制御機構の解明、生分解開始スイッ

チ機能の付与、海洋分解性評価など、一連の生分解性バイオマスプラスチックに関する当研究室の研究成果を紹介する。 

４．14:15～15:15 「リサイクル・リユースの課題と展望。捨てるという概念を捨てよう」 

テラサイクル アジア太平洋統括責任者 エリック・カワバタ 氏 

日本では、年間 940 万トンのプラスチックが廃棄されている。一人当たりでは 37kg となり、世界第 2 位と言われ

ている。テラサイクルは「捨てるという概念を捨てよう」をミッションに掲げ、リサイクルからリユースまであらゆ

る分野で世界初のソリューションを開発し、現代の複雑化する廃棄物問題に取り組んでいる。 

５．15:20～16:20 「ポリオレフィンリサイクルの取り組みと包装材への応用」 

ロッテケミカル株式会社 金善美 氏 

グローバル的にプラスチック問題に関わった各国の政府および企業の活動は増えつつあり、その内容も具体化され

ていく。今回、弊社で展開したメカニカル及びケミカルリサイクルポリオレフィンの事業と製品の紹介を含めて、社

内で構築した循環型リサイクルシステムの事例紹介を行い、廃プラスチックの再資源化の可能性を広げる。 

シンポジウムの詳細については、日本包装学会ホームページ（http://www.spstj.jp/） をご覧下さい。

《会 告》
日本包装学会 第８７回シンポジウム

「循環型社会の実現に向けて 

-包装技術の現状と最新情報-」 

ご 案 内 
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日本包装学会誌 編集委員（2022 年総会～2024 年総会） 

委 員 長 志水 基修 レンゴー(株) 委 員 鈴木 浩司 東洋食品工業短期大学 

副委員長 定本 清美 湘南医療大学 〃 田中 英明 (株)クレハ 

〃 遠藤 明子 三笠産業(株) 〃 M..THAMMAWONＧ岐阜大学 

委 員 兼田 朋子 宮城大学 〃 中井 太地 山九(株) 

〃 久保田 清 三光アルミ(株) 〃 永澤   茂 三条市立大学 

〃 蔵岡 孝治 神戸大学 〃 橋本 香奈 缶詰技術研究会 
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今号では、LCA について特集しましたが、カーボンニュートラルを実現するために、カーボンフ

ットプリント(CFP)に注目した検討も進んでいます。 

経済産業省では、2022 年 9 月より｢サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカ

ーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会｣を開催して、サプライチェーン全体での排出

削減に向けて、グリーン製品が選択されるような市場を創出し、我が国の成長に繋げていくために

議論を重ねています。2023 年 3 月には、環境省と連名で｢CFP ガイドライン(仮称)｣公表が予定され

ているようです。この検討会には、今号の解説著者の方が複数参加されています。検討会の様子は、

動画配信されており、一般視聴が可能です。まさしく目が離せません。 

今号では、プラスチック製容器包装を事例とした LCA を取り上げましたが、編集を進めるほど

に、素材を広げて考察する機会が早急に必要との思いを強くしました。  （文責：遠藤 明子） 

編 集 後 記 
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